
１　令和２年度一般会計歳出予算（当初予算）

単位：千円

予　算　額 構成比(%) 予　算　額 構成比(%)
県予算に占
める割合(%)

人　　　件　　　費 154,647,632 25.21 4,062,706 5.41 2.63

一  般  行  政  費 265,493,881 43.28 9,930,592 13.23 3.74

（維 持 修 繕 費） 9,129,950 1.49 8,563,846 11.41 93.80

（貸付金・出資金） 74,318,925 12.12 16,850 0.02 0.02

（補  助  費  等） 130,350,217 21.25 948,263 1.26 0.73

（物    件    費） 18,954,604 3.09 401,633 0.54 2.12

（扶助費・積立金） 32,740,185 5.34 0 ― ―

投  資  的  経  費 95,422,302 15.56 60,312,363 80.36 63.21

（公 共 事 業 費） 47,438,340 7.73 26,289,558 35.03 55.42

（単 独 事 業 費） 26,936,161 4.39 14,773,143 19.68 54.85

（公共災害復旧事業費） 7,634,272 1.24 6,654,748 8.87 87.17

（単独災害復旧事業費） 204,555 0.03 172,100 0.23 84.13

（国直轄事業負担金） 13,208,974 2.15 12,422,814 16.55 94.05

公  債  費 89,046,079 14.52 0 ― ―

そ   の  他 8,754,106 1.43 750,641 1.00 8.57

計 613,364,000 100.00 75,056,302 100.00 12.24

第２章　県土整備部の予算等

区　　 　分
県　　全　　体 県　土　整　備　部

県予算に占める県土整備部予算 

県予算 

613,364,000 千円 

県土整備部予算 

75,056,302 千円

12.2 ％

その他

87.8 ％
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単位：千円　

55,653,334 60,312,363 108.4 ％

(5,210,859) (9,363,844) ( 179.7 ％)

（１）公共事業費 20,773,491 26,289,558 126.6 ％
（うち、強靭化分） (4,413,959) (8,414,289) ( 190.6 ％)

16,024,350 14,773,143 92.2 ％

7,160,804 6,826,848 95.3 ％

（４）直轄事業負担金 11,694,689 12,422,814 106.2 ％
（うち、強靭化分） (796,900) (949,555) ( 119.2 ％)

10,031,343 9,930,592 99.0 ％

8,522,610 8,563,846 100.5 ％

29,130 16,850 57.8 ％

1,063,962 948,263 89.1 ％

415,641 401,633 96.6 ％

863,022 750,641 87.0 ％

4,281,036 4,062,706 94.9 ％

70,828,735 75,056,302 106.0 ％

1,268,207 799,535 63.0 ％

72,096,942 75,855,837 105.2 ％

 (注)　総合支庁予算を含む。直轄事業負担金については災害復旧分を含む。

２　令和２年度県土整備部関係当初予算概要

区　 　分
令和元年度
当初予算

A
当初予算

Ｂ
前年度比

B / Ａ

令 和 ２ 年 度

一

般

会

計

（２）単独事業費

（３）災害復旧事業費

２．一般行政費

（１）維持修繕費

（２）貸付金

総　 　計

１．投資的経費

　　　（うち、強靭化分）

特別会計

（３）補助費等

（４）物件費

３．繰　出　金

４．人　件　費

合　 　計

港湾整備事業

【流域下水道事業（公営企業会計）】

令和元年度 令和２年度
当初予算 当初予算 前年度比

Ａ Ｂ Ｂ / Ａ

業務の予定量（年間総処理水量） 43,930,783㎥ －

流域下水道事業収益 4,844,413千円 －

流域下水道事業費 5,069,650千円 －

流域下水道事業資本的収入 1,950,917千円 －

流域下水道事業資本的支出 2,510,175千円 －

※流域下水道事業費について、減価償却費（R2：2,690,025千円）含む

収益的収支予算

資本的収支予算

※流域下水道事

業は、令和２年４

月から地方公営

企業法財務規定
適用
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単位：千円

令和元年度 令和２年度

当初予算 当初予算

Ａ Ｂ

都 市 計 画 2,286,180 2,911,222 127.3 % 街路整備事業費（赤湯停車場線　第３工区）
道 路 整 備 7,926,580 10,283,049 129.7 % 道路改築事業費（国道286号　棒原橋）
道 路 保 全 1,716,674 3,164,914 184.4 %
河 川 3,327,003 4,167,507 125.3 % 水害・内水被害軽減緊急対策事業費
砂 防 4,726,210 4,860,710 102.8 % 土砂災害対策事業費（地すべり）（槙の代）
港 湾 283,715 275,630 97.2 %
空 港 325,180 441,630 135.8 %
住 宅 181,949 184,896 101.6 %

計 20,773,491 26,289,558 126.6 %

令和元年度 令和２年度

当初予算 当初予算
Ａ Ｂ

管 理 1,537 1,834 119.3 %
建 設 企 画 117,426 78,051 66.5 %

県 土 利 用 447,900 553,600 123.6 %

都 市 計 画 1,014,703 793,569 78.2 %

道 路 整 備 5,439,224 4,519,248 83.1 %

道 路 保 全 4,338,474 4,296,968 99.0 %

河 川 2,581,941 2,229,586 86.4 % 水害・内水被害軽減緊急対策事業費

砂 防 1,708,371 1,714,991 100.4 %

港 湾 136,990 85,770 62.6 %

空 港 89,900 212,286 236.1 %

住 宅 147,884 287,240 194.2 %
計 16,024,350 14,773,143 92.2 %

令和元年度 令和２年度
当初予算 当初予算

Ａ Ｂ
公 共 災 害 6,988,704 6,654,748 95.2 %
単 独 災 害 172,100 172,100 100.0 %

計 7,160,804 6,826,848 95.3 %

令和元年度 令和２年度
当初予算 当初予算

Ａ Ｂ
道 路 3,564,398 3,467,000 97.3 %
高速（直轄高速） 4,298,631 4,367,761 101.6 %
河 川 688,618 1,047,573 152.1 %
砂 防 1,167,712 1,399,336 119.8 %
港 湾 522,330 688,144 131.7 %
災 害 復 旧 1,453,000 1,453,000 100.0 %

計 11,694,689 12,422,814 106.2 %

令和元年度 令和２年度
当初予算 当初予算

Ａ Ｂ
管 理 課 37,066 22,634 61.1 %
建 設 企 画 課 14,972 16,886 112.8 %
県土利用政策課 45,377 40,202 88.6 %
都 市 計 画 課 704,512 706,718 100.3 %
下 水 道 課 2,027 2,729 134.6 %
道 路 整 備 課 2,972 2,978 100.2 %
道 路 保 全 課 6,401,999 6,409,954 100.1 % 除雪オペレーター担い手確保支援事業
河 川 課 526,792 561,954 106.7 %
砂防・災害対策課 60,789 58,337 96.0 %
空 港 港 湾 課 904,722 918,900 101.6 %
建 築 住 宅 課 1,314,289 1,165,796 88.7 %
総 合 支 庁 15,826 23,504 148.5 %

計 10,031,343 9,930,592 99.0 %

Ｂ／Ａ

一
般
行
政
費

比　較
Ｂ／Ａ

一
般
会
計

投
資
的
経
費

公
共
事
業
費

比　較

Ｂ／Ａ

単
独
事
業
費

比　較
Ｂ／Ａ

災
害
復
旧
事
業
費

比　較
Ｂ／Ａ

直
轄
事
業
負
担
金

比　較

令和２年度県土整備部関係当初予算概要の内訳

区分
概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

事　　業　　内　　訳　　 主　な　新　規　事　業　等　

《新規事業》 

水害・内水被害軽減緊急対策事業費【公共・単独】 

（河川課） 

 

《新たに事業に着手する箇所》【すべて公共】 

【道路整備課】 

○道路改築事業費 

 (国)286号 棒原橋（山形市） 

○交通安全道路事業費 

 (主)山形南陽線 板宮（南陽市） 

 (国)287号 菖蒲（白鷹町） 

【都市計画課】 

○街路整備事業費 

 (都)本町東大町線（酒田市中町） 

 (都)村山駅東沢線（村山市楯岡） 

 (都)羽黒橋加茂線（第2工区）（鶴岡市東原町） 

 (都)赤湯停車場線（第3工区）（南陽市三間通） 

【砂防・災害対策課】 

○地域防災力強化型土砂災害対策事業費 

 芦沢川（山形市山寺） 

 大沢（南陽市新田） ほか6箇所 

○土砂災害対策事業費（砂防） 

 塩水沢（朝日町上郷） 

○土砂災害対策事業費（地すべり） 

 槙の代（鶴岡市槇代）  

4



３　細目別事業概要

（１）管　理　課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　　　計 2,732,641 2,353,540 1,598,704

部長交際費等　249千円

給与システム関係帳票出力経費　5千円

例規集の追録経費 8,283千円

土木公所等の公用車に係る車検整備経費 2,242千円
68,738 22,790 22,790 土木事業関係各種団体への諸会負担金等 7,511千円

管理課所管の公用車（H23管財課から移管）２台に係る管理運営経費 850千円

衛星電話の通信料 1,770千円
土木公所等の公用車更新経費〔臨時〕 1,880千円

- 15,720 380

2,663,903 2,315,030 1,575,534 職員381名の給与費、22条職員等一般社会保険料及び児童手当負担金

（２）管理課（県土強靭化推進室）

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　　　計 551 1,118 1,118

208 237 237 県土づくり感謝状贈呈制度に係る経費 237千円

343 622 622 山形県公共事業評価監視委員会の開催運営経費 622千円

475 259 259 自転車活用のためのネットワーク計画の策定等に係る経費 259千円

（３）建設企画課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
別

千円 千円 千円

　　　計 134,634 98,675 78,292

6,066 7,741 0 建設業法による許可事務･経営事項審査事務及び入札参加資格審査事務経費

1,290 1,277 0 国の建設工事統計調査規則に基づく国からの委託調査費

入札監視委員会運営経費 278千円
公共工事契約協議会旅費 6千円
電子入札システム運用経費 25,537千円

37,595 45,718 41,461 電子閲覧システム運用経費 18,712千円
公共調達評議委員会運営経費 333千円
公共調達スキルアッププログラム経費 340千円
品質確保の推進経費 25千円
コリンズ・テクリス 487千円

80,515 33,802 27,068 建設事業情報総合管理システム運営経費

県発注建設工事の元請下請関係適正化調査経費 3,869千円
3,783 3,894 3,894 低入札価格調査制度対象工事の完成時確認調査経費 25千円

800 777 777 建設工事紛争審査会運営経費

単
公共工事管理
システム開発
運営費

物
公共工事適正
化指導事業費

報
物

建設工事紛争
審査会運営費

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

物
建設業指導事
業費

物
建設統計調査
費

補
物
単

入札契約シス
テム改善事業
費

うち一般財源最終予算額 予  算  額

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

補
物
単

職
他
補

一般職員費

土木諸費

会計年度任用職員（事業費支弁分）の一般社会保険料（個人負担分）及び
児童手当負担金等
　※R1まで土木諸費において予算計上→R2から別事業として整理

補
物

補
物

自転車活用推
進計画策定事
業費

協働型社会基
盤管理推進事
業費

補
他

会計年度任用
職員費

公共事業評価
システム適正
化事業費

補
物
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山形県優良建設工事等知事顕彰経費 328千円
473 478 478 建設産業フォーラム開催経費 150千円

建設業技能労働者確保支援事業 1,000千円
1,143 1,146 1,146 女性進出促進事業 146千円

小中学生を対象とした未来の山形の姿や、河川の安全利用、
462 462 462 土砂災害の防止をテーマとした絵画コンクールの実施経費

2,507 3,380 3,006 公共調達スキルアッププログラム業務を担当する嘱託職員の人件費

（４）県土利用政策課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　　　計 504,691 607,168 47,006

山形県土地利用基本計画及び山形県国土利用計画の管理運営

土地取引に伴う届出等に関する事務 478千円
不動産鑑定評価法等事務 44千円

地価調査に係る事務経費 127千円
地価調査基準地鑑定評価委託 18,876千円

未登記用地等の登記処理に係る事務指導経費 24千円
用地行政事務全般に係る事務指導経費 106千円
国有財産管理に係る事務指導経費 58千円

屋外広告物に関する指導、講習会開催、法令集等作成経費 233千円
違反業者の取締指導に係る経費 17千円
屋外広告業登録更新経費 138千円
屋外広告物規制図更新（臨時） 652千円

土地利用審査会の開催経費及び委員報酬

県国土利用計画の令和２年度改定に向けた検討に係る経費

登記嘱託職員13名分の児童手当負担金等経費 120千円
登記嘱託職員２名分の報酬費 4,260千円
登記嘱託職員13名分の一般社会保険料 5,820千円
　※上記13名のうち、11名分の事業主負担経費は事務費で支弁

登記嘱託職員２名分の通勤手当 30千円
登記嘱託職員２名分の期末手当 590千円

収用委員会の開催経費及び委員報酬 2,332千円
収用裁決事件処理に係る経費 689千円

県土地開発公社に対する代替地取得事務委託経費 479千円
県土地開発公社の代替地取得資金借入に対する利子補給 62千円

土地開発公社に対する職員共済費負担金

補
物

社会資本整備
理解促進事業
費

報
他
補

会計年度任用
職員費

補
物

建設業人材確
保緊急対策事
業費

補
物

建設産業技術
力･経営力強
化支援事業費

物
土地計画管理
事業費

610 619 619

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

物
地価調査事業
費

18,665 19,003 19,003

補
物

土地取引関係
事務費

428 522 478

補
物

屋外広告物行
政事務費

535 1,040 0

補
物

用地整理費 188 188 0

物
土地利用計画
推進事業費

72 95 95

報
物

山形県土地利
用審査会費

73 157 157

報
物

土地収用法施
行事務費

2,560 3,021 3,021

報
他
補

会計年度任用
職員費

9,559 10,820 5,750

補
土地開発公社
支援事業費

4,141 4,300 4,300

補
代替地取得促
進事業費

541 541 541
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国直轄道路事業用地の先行取得に係る事務経費

一般国道13号　金山道路 7,396千円
一般国道7号　遊佐象潟道路 832千円
一般国道7号　朝日温海道路 832千円
日本海沿岸東北自動車道 371千円

H29～R1年度取得用地に係る再取得(土地開発基金への支払) 553,600千円

「地域づくりのやまがた景観賞」への補助金等 480千円
景観形成審議会等の開催経費及び委員報酬 733千円
景観法に基づく景観形成施策の実施経費 567千円
景観アドバイザーの派遣経費 88千円
景観行政普及啓発費（隔年で要求） 0千円
景観重要建造物等の指定に係る経費 44千円

ホームページ運営（外国語表記改修） 571千円
フォトツアーの開催　[企業版ふるさと納税] 220千円
ビューポイントスタンプラリーの実施 506千円
現地標識の改良修繕 73千円
広報運営費 91千円
ビューポイント新規設定（７箇所） 458千円

廃止

（５）都市計画課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名

別

千円 千円 千円

　 　計 5,400,927 4,412,627 806,731

926 1,269 0 市町村施行国庫補助事業の指導監督に係る経費

70 98 0 都市計画法に基づく開発許可関係事務に係る経費

総合運動公園、西蔵王公園、弓張平公園、中山公園、最上川ふるさと総合公園、

悠創の丘、健康の森公園、蔵王みはらしの丘ミュージアムパーク、駅西緑地・広場、

県民ふれあい広場、最上中央公園の維持管理に係る経費

（施設・付属設備等の管理、庁舎・園内の清掃等業務委託等）

※指定管理者（委託料のうち一部）

693,543 701,495 700,432 総合運動・・・㈱モンテディオ山形、西蔵王・・・西蔵王公園施設企業共同体、

弓張平・・・西川町総合開発㈱、中山・・・青山建設㈱、

最上川ふるさと・・・さがえ・ふるさと共同企業体、悠創の丘・・・悠創の丘企業共同体、

健康の森・・・健康の森公園管理共同企業体、

ミュージアムパーク・・・みはらしの丘ミュージアムパーク管理運営企業体、

最上中央・・・一般財団法人新庄市体育協会

1,170 1,974 1,382 都市計画審議会、開発審査会の開催経費及び委員報酬

広域連携型区域マスタープラン作成補助業務

12,944 2,827 2,827 （庄内広域圏のマスタープランを策定予定）

土地区画整理事業組合等施行の区画整理事業に対する補助

3,996 9,377 1,077 茅原北地区（鶴岡市）

都市計画道路の整備

・ 交付金事業 旅篭町八日町線外11路線 1,810,598千円

3,928,105 2,928,072 66,248 ・ 地方道路等整備事業 四日町日月山線外13路線 209,000千円

・ 【強靭】交付金事業 豊里十里塚線外4路線 824,474千円

・ 受託事業（街路、電線共同溝） 粡町成田線外1路線 21,000千円

・ 事業費支弁人件費 63,000千円

物
単

公共用地先行
取得事業費

463,860 563,031 9,431

補
物

やまがたの誇
れる景観魅力
発信事業費

1,383 1,919 1,699

報
補
物

美しい景観づ
くり推進費

1,884 1,912 1,912

最終予算額 予  算  額 うち一般財源
概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

報
物

屋外広告物審
議会費

192 - -

物
都市計画指導
監督事務費

補
物

都市計画行政
事務費

維
都市公園維持
管理費

報
物

都市計画関係
審議会費

単
都市計画関係
調査費

公
単

街路整備事業
費

単
土地区画整理
事業費
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新規箇所の事業化に向けた測量設計・事業評価等調査経費

2,000 2,000 2,000 長井駅海田線（長井市）

7,750 3,000 3,000 取得済み事業用地の維持管理経費（簡易舗装等）

都市公園の整備、維持修繕

・ 安全・安心対策事業 弓張平公園体育館屋根改築等 224,700千円

750,423 762,515 29,765 ・ 広域連携事業 県総合運動公園トイレ改築等 51,450千円

・ 単独事業 県総合運動公園陸上トラック改修等 474,815千円

・ スポーツ振興くじ助成金事業 県総合運動公園電光掲示機購入 11,550千円

（６）下水道課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　 　計 585,356 601,345 599,289

1,990 2,056 0 市町村施行下水道事業の指導監督に係る経費

　

673 673 673 下水道行政に係る事務的経費

582,693 598,616 598,616 流域下水道事業会計への繰出金

※令和元年度における事業名は、「流域下水道事業特別会計繰出金」である。

（７）道路整備課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
別

千円 千円 千円

　 　計 27,145,129 23,263,636 1,099,145

2,057 2,978 0 市町村施行道路事業の指導監督費

・公共事業採択等に向けた測量等の調査 51,370千円
58,089 63,000 63,000 ・道路現況基礎調査 5,000千円

　　一般調査着手前の課題整理
・アウトカム指標検討評価 6,000千円
道路交通センサス

0 90,000 89,300 　全国一斉に行われる道路の計画・施工・管理などの基礎資料を得るための調査

・「やまがた道の駅」緊急整備支援事業費補助金 15,000千円
　　「やまがた道の駅ビジョン2020」に沿った機能拡充を対象に、道の駅設置者

9,555 15,210 15,210 　　（市町村）へ補助金を交付
・「道の駅」連携事業 210千円
　　各道の駅の連携や質的向上を図るための研修会等を実施
・広域連携推進費 1,866千円

1,836 1,866 1,866 　　高速道路関係各種団体との連携経費

　複数の高速交通施設アクセスや生活圏道路ネットワーク形成による地域の活性化、
効率化を図るため、国道や地方道の整備を実施

総事業費７，６０８，５５０千円（公共：６，３１４，９１８千円、単独１，２９３，６３２千円）のうち、
　・IC（インターチェンジ）整備関係 2,086,705千円

9,876,456 7,608,550 93,405 　（一）大石田土生田線（村山大石田IC土生田）　ほか
　・緊急輸送道路関係 3,209,171千円

　（国）３４４号（安田バイパス）　ほか

　　※単独事業には事業費支弁人件費８４，０００千円を含む

単 街路調査費

物 街路保全費

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

物
下水道事業指
導監督事務費

公
単

都市公園活用
推進事業費

繰
出

流域下水道事
業会計繰出金

最終予算額

補
物

下水道行政事
務費

公
単

全国道路・街
路交通情勢調
査費

単
「やまがた道
の駅」緊急整
備支援事業費

単
高速道路整備
推進事業費

予  算  額 うち一般財源

物
道路事業指導
監督事務費

単
みちづくり調
査費

開
公
単

道路改築事業
費
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　全ての人が安心して通れる道路空間を形成し安全安心な地域づくりを行うための
通学路などの歩行空間の整備及び事故危険・交通渋滞箇所の交差点改良

・防災・安全交付金（国道・地方道） 1,466,059千円
　　（国）２８７号（菖蒲）　ほか
・官民連携無電柱化支援事業、無電柱化推進計画支援事業 208,101千円

2,214,767 2,050,392 180,523 　　（主）上山蔵王公園線（蔵王温泉）
・地方道路等整備事業 203,625千円
（一）西米沢停車場線（中央）　ほか
・恒常的単独道路整備事業 42,001千円
　　通学路対策（全県）
・事故危険区間対策事業（事故０プラン） 60,606千円
　　全県
・事業費支弁人件費 70,000千円

・橋梁補修工 2,211,360千円
　 うち交付金事業 229,952千円

単独事業（地債・公適債・恒単） 1,981,408千円
5,522,422 4,973,279 20,080 　・橋梁耐震補強工 2,475,899千円

うち交付金（＝強靭化分）事業 1,775,899千円
単独事業（地債・緊防債） 700,000千円

・橋梁点検 交付金事業 286,020千円

　　国事業費 県負担金
（１）地域高規格道路 6,371,588千円 2,236,000千円

4,327,164 3,467,000 8,700 （うち枠外分 579,387千円 ）
（２）改築 　100,000千円 26,000千円
（３）交通安全・電線共同溝 3,110,000千円 1,205,000千円

　　国事業費 県負担金
（１）直轄高速  3,500,000千円 586,250千円

4,502,574 4,367,761 3,461 （２）A’ 13,151,454千円 3,781,511千円
（うち枠外分 362,133千円 ）

630,209 623,600 623,600 道路関係職員  １１５名の給与費

（８）道路保全課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
別

千円 千円 千円

　 　計 16,212,371 13,884,766 5,375,037

- 3,380 2,990 道路台帳整備業務を行う会計年度任用職員１名に要する経費

・道路保険料 3,892千円
　　道路管理瑕疵による道路事故被害への損害賠償対応

517,457 506,706 502,883 ・道路管理費　＜総合支庁より移管＞ 502,814千円
　１ 道路照明施設、道路情報板等の光熱水費及び修繕料等の維持管理経費
　２ トンネル設備・道路施設の保守点検業務経費
　３ 大峠トンネル管理費負担金経費
　４ （臨時経費）道の駅「よねざわ」管理費
・道路美化活動支援 20,942千円
　　県管理道路の美化活動を行う団体に対する活動費助成や傷害保険料の負担

20,307 20,947 20,947 　など(R2目標団体:520団体←R1：497団体 ※H27から臨港道路も対象）
・道路ふれあい月間啓発経費 5千円
　　道路愛護等功労者顕彰経費
・道路法にもとづく道路台帳整備 5,906千円
　　（測量試験費のない単独事業対象）

59,762 53,712 32,712 ・道路施設現況調査 3,025千円
　　道路施設管理システムの利用料
・道路維持作業機械の整備 44,781千円
　

直
国直轄高速道
路等事業費負
担金

職 一般職員費

最終予算額

直
国直轄道路事
業費負担金

公
単

交通安全道路
事業費

公
単

道路施設長寿
命化対策事業
費

補
物

ふれあいの道
路愛護事業費

単
道路施設管理
事業費

予  算  額 うち一般財源

職
他
補
物

会計年度任用
職員費
（道路台帳）

維
補
物

道路管理費
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事業内容 冬期除雪、春期除雪、除雪機械保守管理、歩道除雪、雪寒
4,986,996 5,204,393 2,999,393 施設の維持管理等

公共除雪 3,322,500千円
単独除雪 1,881,893千円

・除雪機械の購入（補助率２／３） 438,766千円
　　ロータリ除雪車：４台　（うち強靭化分１台）除雪グレーダ：３台
　　除雪ドーザ：３台　（うち強靭化分１台））小型除雪車：４台

1,194,965 440,766 4,110 ハンドガイド：３台 凍結抑制剤散布車：３台

・除雪オペレーター担い手確保支援事業（R2～） 2,000千円
　　大型特殊免許取得や講習に係る経費について、除雪業者へ補助

（補助率1/2　上限5万円）

745,084 671,914 542,179 舗装道路修繕、砂利道修繕、側溝等路肩構造物修繕、落石土砂等除去、草刈り、
路面清掃、道路パトロール作業等に要する経費　＜総合支庁より移管＞

- 10,030 8,920 道路除雪関係業務を行う会計年度任用職員８名に要する経費

緊急輸送道路ネットワークの確保及び防災対策の実施による災害に強い道路整備

・防災・安全交付金（災害防除） 15,750千円
　　（主）山形朝日線（大蕨）
・【強靭】防災・安全交付金（災害防除） 1,036,265千円
　　（国）３４４号（差首鍋ほか15箇所）ほか

2,150,576 1,858,334 118,644 ・道路自然災害防止事業 421,000千円
・地方道路等整備事業（災害防除） 269,600千円
・恒常的単独道路整備事業（災害防除） 52,719千円
・事業費支弁人件費 63,000千円

　冬期安全で安心して通行できる道路を整備するための防雪柵、雪崩防止柵、
流雪溝等の雪寒施設整備及び堆雪幅確保等の道路改良事業

・防災・安全交付金（雪寒） 78,700千円
・【強靭】防災・安全交付金（雪寒） 511,425千円
　　（主）米沢飯豊線（高峰）　ほか
・地方道路等整備事業 622,930千円

1,910,649 1,308,543 95,484 　　地方道の小規模な防雪・消雪施設の整備（うち受託事業：94,250千円）
・恒常的単独道路整備事業 26,428千円
　　主に国道の除雪・凍結対策や吹雪対策に係る施設整備
・雪寒施設整備 6,060千円
　　各種対策工法選定に係る事前調査等
・事業費支弁人件費 63,000千円

・舗装修繕（広域連携） 157,500千円
　　広域的地域活性化等に効果が期待できる舗装修繕
・道路施設修繕（防災・安全） 29,400千円
　　組立歩道の修繕
・強靭化対策（防災・安全） 248,204千円
　　道路施設照明LED化等
・地方道路等整備事業 860,500千円
　　地方道に係る施設整備

１　側溝整備 （ 465,000千円 ）
２　舗装整備 （ 370,500千円 ）
３　道路施設修繕 （ 25,000千円 ）

・公共施設適正管理推進事業 610,000千円
　　地方道の舗装のうち表層に係る修繕
・恒常的単独道路整備 387,632千円
　　主に国道に係る施設整備

3,148,803 2,923,031 1,019,213 １　側溝整備 （ 43,600千円 ）
２　舗装整備 （ 64,885千円 ）

　　交通安全二種 （ 250,000千円 ）
区画線やガードレールの整備など

　　路肩修繕等　＜総合支庁より移管＞ （ 56,724千円 ）

・道路修繕費 491,218千円
　　歩道の縁石や冬期閉鎖等のゲート等の、側溝・舗装・交安２種以外の道路施設修繕

・おもてなし山形周遊支援基盤整備事業費 41,000千円
　　山形県自転車活用推進計画に基づく、自転車環境の整備・改善
・事業費支弁人件費 70,000千円

維 道路除雪費

公
単

雪に強いみち
づくり事業費

公
単

道路保全事業
費*

公
単

災害に強いみ
ちづくり事業
費

公
除雪機械整備
事業費

維
道路維持修繕
費

職
他
補
物

会計年度任用
職員費
（除雪）
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社会資本の長寿命化対策の推進
・舗装の補修 210,394千円
・トンネルの補修、定期点検 432,602千円

1,477,422 882,653 27,205 うち強靭化分 380,102千円
・大型構造物の補修、定期点検 236,500千円
・橋梁点検技術者育成事業 1,147千円
・東北大学との共同研究 2,010千円

350 357 357 公社職員の共済費負担金

（９）河　川　課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　 　計 14,342,193 8,671,099 1,206,012

山形県河川情報システムの管理運営費、水防用無線局の管理費、樋門等の管理経費等

57,288 59,453 59,446 砂利採取法執行のための経費

222,648 244,895 111,774 県管理の１３ダムの維持管理に要する経費

335,195 190,282 115,367 河川管理施設の維持修繕及び堆積土砂浚渫・支障木伐採等の河川の維持管理

に要する経費

89 79 79 水防協議会委員（8名）の報酬費

国庫補助事業対象外の箇所において、洪水災害を未然に防止するため施行

する比較的小規模な改良等の対策工事（築堤・掘削・護岸等）

・河川自然災害防止事業　　　大門川（山形市）ほか 726,200千円

792,218 902,831 132,131 ・河川自然災受託　大門川（山形市） 20,000千円

・恒常的単独河川整備　　倉津川（天童市）ほか 78,604千円

・河川災害防除（被災箇所の補修等） 25,000千円

・河川調査費（河川整備計画検討業務等） 14,319千円

・恒常的単独河川整備（総合支庁）　　白水川ほか 17,708千円
・事業費支弁人件費 21,000千円
地域の身近な自然環境である河川等を対象に維持管理活動等を行う団体等に対して

必要な支援・負担を行うもの。

31,207 31,207 31,207 　（河川愛護活動団体、河川愛護活動支援企業への支援）

県民との協働による河川等の維持管理を目指し、河川等の良好な環境形成と

河川愛護意識の醸成を図っていく。

・水門等河川管理施設の長寿命化計画に基づいた補修・更新

128,700 250,000 1,800 （公共）小牧川水門（酒田市）等の長寿命化（補助率1/2） 27,300千円

（単独）補助対象外の樋門の補修・更新 222,700千円

H30年8月の大雨詐害を受け、「河川流下能力向上緊急対策計画（H31～H33）」に

基づき、堆積土、支障木対策及び渓流保全対策工等を実施することで、洪水時の

土砂堆積による洪水被害の防止と軽減を図る。

・河川流下能力向上対策 696,412千円

1,035,000 857,000 36,978 　（河川支障木リサイクル推進事業等も含む）

・渓流保全対策（上流渓流部の対策） 150,000千円

・河川状況把握へのドローンの活用 10,588千円

洪水警戒時における住民の迅速な避難を支援するため、河川水位や雨量等の

情報提供システム等の整備

210,000 210,000 0 ・テレメータ監視装置の更新等 210,000千円

補
物
公
単

道路施設長寿
命化対策事業
費*

補
道路公社支援
事業費

維
補

ダム管理費

維
河川維持修繕
費

報
河川関係報酬
職員費

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

維
物

河川管理費

公
単

河川流下能力
向上緊急対策
事業費

開
公

洪水警戒情報
提供事業費

単
河川整備単独
事業費

補
物

ふるさとの川
愛護活動支援
事業費

公
単

河川管理施設
長寿命化対策
事業費
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豪雨等による洪水災害から住民の生命と財産を守るため、県管理区間の

一級河川及び二級河川において、一定計画に基づき施行する改良工事

（築堤･掘削・護岸工等）

7,470,928 3,566,250 3,650 ・防災・安全社会資本整備　吉野川(南陽市)ほか 448,300千円

・社会資本整備総合交付金　最上小国川(最上町)ほか 57,750千円

・大規模特定河川事業費補助　須川（山形市）ほか 892,500千円

・【強靭】事業間連携河川事業費補助　誕生川（米沢市）ほか 476,700千円

・河川改修事業受託　大旦川（村山市）ほか 95,000千円

・【強靭】防災・安全社会資本整備　寺田川(酒田市)ほか 1,596,000千円

洪水調節及び流水の正常な機能の維持等を目的にダム建設を行う。

また、管理ダムにおいて適正な運用管理に必要な設備の更新等を行う。

・ダム情報基盤整備（補助率1/2） 63,000千円

　　情報処理装置整備・更新

・ダム洪水調節強化（補助率1/3） 88,200千円

　　貯砂ダム・ポケット整備等

・ダム管理施設・関連設備改修事業（単独） 119,437千円

　　荒沢ダム等のダム管理施設等の改修

・恒常的単独ダム整備事業（単独） 19,154千円

　　高坂ダム等のダム管理施設等の修繕

1,746,860 371,012 28,848 ・最上小国川清流未来振興事業（単独） 5,000千円

　　漁場環境整備の保全・向上に関する業務委託

・蔵王ダム管理用発電設備更新 24,360千円

　　老朽化した発電設備の全面更新

・【強靭】堰堤改良事業（補助率0.4） 48,057千円

　　防災・減災・国土強靭化計画に基づくダム管理用設備更新

・最上小国川流水型ダム竣工式 750千円

・最上小国川流水型ダム河川環境影響調査 3,054千円

　　ダム建設事業における河川影響予測・環境保全対策の基礎資料作成

R1.10の台風被害を受け、多様化・激甚化する浸水被害に対応するため、

県が管理する樋門操作の確実性確保、内水による浸水被害の軽減を図る各種対策の

実施

- 130,000 53,900 ・浸水要因分析を踏まえた総合的な内水被害対策の検討 32,500千円

・水位標・夜間照明の設置による操作環境の改善 20,500千円

・可搬式排水ポンプの導入配備 77,000千円

国直轄事業費負担金

河川改修（負担率：0.260） 488,427千円

河川工作物関連（負担率：0.260） 55,860千円

1,434,553 1,047,573 2,373 総合水系環境整備（負担率：1/2） 36,900千円

強靭分（負担率：0.260） 466,386千円

・波浪等による侵食被害から海岸を防護するため、海岸保全施設を整備する。

167,500 115,000 500 　（補助率1/2）　比子海岸（遊佐町）、宮海海岸（酒田市） 105,000千円

・海岸自然災害防止事業（単独）

　　護岸工　　温海地区海岸(鶴岡市) 10,000千円

県が管理する建設海岸区域において、ボランティアや地域住民が回収できない

41,600 30,690 6,782 大量、処理困難物や危険物（流木・魚網・家電製品・タイヤ等）を中心に回収及び

処理を実施する。

・水防協議会経費

・水防活動費（水防用ＦＡＸ購入費）

497 427 427 ・河川利用における安全確保対策（出前講座、パンフレット・ポスターによる

　河川安全利用の啓発等）

380,568 380,020 380,020 河川関係職員 61名の給与費

287,342 284,380 240,730 ダム管理関係職員 45名の給与費

開
公
単

河川整備補助
事業費

直
国直轄河川事
業費負担金

開
単

海岸保全対策
事業費

物
海岸漂着物対
策推進事業費

物
開
単

ダム整備事業
費

公
単

水害・内水被
害軽減緊急対
策事業費

職
他

ダム管理職員
費

物
水防活動支援
事業費

職 一般職員費
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（１０）砂防・災害対策課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　 　計 9,389,270 16,301,422 324,177

237 237 0 国からの委託による水害統計調査費

1,320 1,104 0 市町村施行の災害復旧及び災害関連事業の指導監督費

・砂防修繕費

　　砂防施設の老朽化、破損した箇所の補強・修繕 6,000千円

・砂防河川障害物除去費

23,655 16,155 16,155 　　　支障木伐採、河床浚渫等 8,155千円

・砂防指定地管理費

　　　告示標識の修繕等 2,000千円

・区域管理費

　　地すべり防止区域の維持管理（告示標識の修繕等） 1,141千円

・施設管理費

8,141 8,141 8,141 　　地すべり防止施設の維持管理（集水・横ボーリング孔洗浄工等） 5,000千円

・施設修繕費

　　地すべり防止施設の修繕（集水井関連施設の修繕等） 2,000千円

・危険区域管理費

　急傾斜地崩壊危険区域の維持管理（雪庇処理、支障木伐採等） 3,358千円

5,757 6,058 6,058 　　

・施設修繕費

　急傾斜地崩壊防止施設の修繕（法枠･落石防護柵の修繕等） 2,700千円

24,293 19,895 19,763 砂防情報システム（観測局・中継局等）の維持管理経費

砂防・地すべり観測設備の維持管理経費

地すべり監視施設の維持管理経費、撤去経費

〇再度災害を防止するため、被災箇所又は未被災箇所を含む一連の施設について

一定計画等に基づき災害復旧事業に加えて実施する改良事業

0 226,800 900

・過年災 0千円

・現年災 226,800千円

6,040 - - Ｒ２からの会計年度任用職員制度により、報酬→報償に変更。事業名も合わせて変更

- 6,747 6,747 地すべり急傾斜地等巡視員（342名）の報酬職員費等

〇土砂災害警戒時における迅速な避難活動を支援するための土砂災害警戒区域

等の指定のための調査等を実施する。

102,200 57,657 39,657 　・警戒区域の基礎調査（補助率1/3） 56,700千円

　・土砂災害模型の購入 957千円

○山地の荒廃により有害土砂が流出又はその恐れのある渓流若しくは火山地等に

おける火山現象により被害を受ける恐れのある地域に砂防設備を整備する　（堰堤

工・護岸工・床固工等）

　・通常砂防　　泉田川（新庄市）ほか（補助率1/2） 237,300千円

　・【強靭】通常砂防　　平石水沢（山形市）ほか（補助率1/2） 176,600千円

1,689,590 1,970,200 44,700 　・火山砂防　　酢川（上山市）（補助率5.5/10） 170,100千円

　・事業間連携砂防等事業　下荻下沢（南陽市）（補助率1/2） 304,500千円

　・【強靭】事業間連携砂防等事業　中田（鶴岡市）（補助率1/2） 69,300千円

○蔵王山・鳥海山の火山噴火緊急減災砂防計画に基づく緊急対策

　・【強靭】火山噴火緊急減災対策事業 25,200千円

○補助事業対象外の土砂災害危険区域において、土砂災害を未然に防止するため

に施行する比較的小規模な砂防工事（堰堤工・護岸工・床固工等）

　・砂防自然災害防止　　若布沢（白鷹町）ほか 945,200千円

○事業費支弁人件費 42,000千円

最終予算額

維
砂防指定地管
理・施設修繕
費

維
地すべり防止
区域管理・施
設修繕費

維

急傾斜地崩壊
危険区域管
理・施設修繕
費

予  算  額 うち一般財源

物 水害統計費

物
市町村指導監
督費

維
地すべり・急
傾斜地等巡視
事業費

開
公
単

土砂災害警戒
避難情報提供
事業費

開
公
単

土砂災害対策
事業費（砂
防）

維
砂防・地すべ
り観測設備維
持管理費

開
建設災害関連
改良対策事業
費

報
維

報酬職員費
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○人家及び公共施設等に対する地すべり等による被害を防止するため、地すべり

防止施設等の整備を行う。（集水井工・横ボーリング工等）　

　・地すべり対策（事業間連携）赤山（南陽市）ほか（補助率1/2） 109,200千円

○補助事業対象外の土砂災害危険区域において、地すべり災害を未然に防止する

ため施行する比較的小規模な防止工事（集水井工・横ボーリング工等）

199,226 215,369 47,469 　・砂防自然災害防止　　砂沢（戸沢村）ほか 59,500千円

○地すべり対策事業により概成した箇所の効果判定調査費

　・高野沢（川西町）ほか 1,500千円

○「砂防関係施設機能改善計画(H24年3月策定)」に基づく定期巡視点検等

3,169千円

○事業費支弁人件費 42,000千円

○急傾斜地の崩壊による人家や公共施設等への被害を防止するため、崩壊防止

施設を整備する。（法枠工、擁壁工）

　・急傾斜地崩壊対策　　滝野本（鶴岡市）ほか（補助率1/2） 135,400千円

　・【強靭】急傾斜地崩壊対策　　岩波（山形市）ほか（補助率1/2） 54,600千円

673,300 666,984 3,100 ○国庫補助事業の新規要望を行うため、地形測量・調査を実施。 1,500千円

○補助事業対象外の土砂災害危険区域において、急傾斜地の崩壊を未然に防止

するため施行する比較的小規模な防止工事（法枠工・擁壁工等） 400,200千円

○砂防自然災(急傾斜地)受託 横町(鶴岡市)の急傾斜地崩壊対策 75,284千円

520,100 - - 令和元年度で廃止、他事業費へ箇所引き継ぎ

〇H26.7月に発生した広島県の土砂災害を踏まえて、甚大な人的被害を及ぼす人家

集中箇所の保全対策を推進するとともに、避難に直結する防災情報を提供する。

445,455 253,600 1,600 ・通常砂防　フクベラゾ（遊佐町）ほか（補助率1/2） 29,400千円

・火山砂防　上ノ代沢2（山形市）ほか（補助率5.5/10） 168,000千円

・砂防自然災害防止　鳴沢川２（山形市） 24,700千円

・【強靭】通常砂防　半郷沢（山形市）（補助率1/2） 31,500千円

○老朽化した砂防えん堤等の砂防関係施設について、計画的に補修・更新を実施

　・総合流域防災事業　塩根川（真室川町）ほか（補助率1/2） 149,410千円

327,810 254,310 4,105 　・単独（砂防・地すべり・急傾斜地）　東又川（最上町）ほか 104,900千円

○当該年発生の風水害･震災等による土砂災害や地すべり等に対し、緊急的に

その被害の除去及び軽減を図るための砂防等施設を整備する。

　・災害関連緊急砂防（補助率2/3） 570,701千円

　・災害関連緊急地すべり対策（補助率2/3） 1,616,813千円

6,500 2,660,700 11,006 　・災害関連緊急急傾斜地崩壊対策（補助率1/2） 249,462千円

○災害発生時に事業の認可申請用の図面・資料等を緊急に作成するための経費

1,200千円

○比較的大規模な災害が発生した時の砂防関係施設等の緊急点検経費（外部委託）

5,300千円

○激甚災害に伴いがけ地の崩壊等が生じた場合に実施する緊急的な崩壊防止
　工事に対する補助事業（市町村への補助、補助率：国1/2、県1/4） 217,224千円

〇大規模な土砂災害が急迫している場合、県民の生命・身体を保護するため緊急調査

2,400 2,400 2,400 を実施し、市町村が的確に住民の避難指示等の判断ができるよう情報提供を行う。

〇保全人家２０戸以上の人家集中箇所かつ重要な保全対象を２項目以上含む箇所に

ついて、保全対策を実施し土砂災害防止を図る。

19,800 267,681 5,981 　【重要な保全対象：①要配慮者利用施設　②緊急輸送道路　③指定避難所】

　・通常砂防　芦沢川（山形市）ほか 262,500千円

　・砂防事業等調査 5,181千円

国直轄砂防等事業費負担金

　・直轄砂防事業（赤川水系、最上川水系、飯豊山系）負担金

1,553,510 1,399,336 436 　・直轄地すべり対策事業負担金

負担率　0.260

130,000 130,000 10,000 災害査定設計書作成のための測量設計委託費

公
単

土砂災害対策
事業費
(急傾斜地)

開
公
単

要配慮者利用
施設等保全対
策事業費

開
単

土砂災害対策
事業費
(地すべり)

直
国直轄砂防等
事業費負担金

単
災

建設災害復旧
事業等調査費

単
大規模土砂災
害対策緊急調
査費

単
地域防災力強
化型土砂災害
対策事業費

維
開
単

緊急土砂災害
対策事業費

開
公
単

砂防関係施設
長寿命化対策
事業費

開
公
単

砂防等災害関
連緊急対策事
業費
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〇公共

・過年度災害復旧費(復旧進度99～100％)（国負担率0.667） 1,363,356千円

3,298,783 6,685,048 90,959 ・現年度災害復旧費（国負担率0.667） 5,280,592千円

〇単独

・現年度災害復旧費 41,100千円

351,153 1,453,000 5,000 国が施行する災害復旧事業の負担金 負担率0.333

（１１）空港港湾課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　 　計 3,418,190 2,944,470 1,065,847

 
会議負担金、会議・協議会旅費 121千円

871 865 121 港湾統計調査費 744千円

酒田港保安対策費 48,813千円

海洋センター交流広場土地借地料 1,913千円

66,614 70,521 70,406 酒田港指定管理者施設委託料　他 19,795千円

※指定管理者（委託料の一部）

　○酒田北港緑地・・・クリーンサービス㈱

　○酒田北港緑地展望台、海洋センター
　　・・・庄内海浜さとやまの会共同体（代表団体：ＮＰＯ庄内海浜美化ボランティア)

加茂港・鼠ヶ関港の電気料、水道料等 1,443千円

加茂港緑地等指定管理者委託料 2,735千円

4,980 4,178 4,178 ※指定管理者（委託料全て）

　○加茂緑地、加茂レインボービーチ…　（一財）鶴岡市開発公社

　○マリンパーク鼠ヶ関・・・鼠ヶ関自治会
　

63,290 53,433 4,276 酒田港維持管理業務

（道路及び港湾清掃・補修、緑地維持管理業務、臨港道路除雪　他）

11,569 16,517 14,161 加茂港・鼠ヶ関港維持管理業務

（維持修繕委託、泊地維持修繕　他）

48,472 41,507 41,507 山形空港の管理に要する経費

68,647 69,483 69,483 庄内空港の管理に要する経費

庄内空港緩衝緑地の維持管理に要する経費（緩衝緑地管理委託等）
維 92,855 93,707 93,367 ※指定管理者（委託料全て）　庄内園芸緑化㈱

山形空港の施設維持に要する経費（消防業務委託、除雪業務委託等）

211,710 197,484 151,486 ※指定管理者（委託料の一部）

　　山形県ふるさと交流広場・・・（株）モンテディオ山形

維 244,168 249,852 137,112 庄内空港の施設維持に要する経費（消防業務委託、除雪業務委託等）

　

12,243 - - Ｒ２から会計年度任用職員制度に移行

　

- 14,310 12,660 空港港湾課１名、港湾事務所４名非常勤嘱託職員経費

1,061 1,059 1,059 審議会委員19名の出席旅費、報酬等 547千円

港湾計画変更（策定）に伴う資料の印刷・製本 512千円

　

54,431 0 0 R2事業なし

公
災
・
単
災

建設災害復旧
事業費

直
災

国直轄建設災
害復旧事業費
負担金

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

補
物

港湾調査費

維
補
物

酒田港管理費

維
物

地方港湾管理
費

維
単

酒田港維持費

維
地方港湾維持
費

補
物
単

山形空港管理
費

補
物

庄内空港管理
費

庄内空港緩衝
緑地管理費

物
単

酒田港湾事業
調査費

維
物

山形空港施設
維持費

庄内空港施設
維持費

報
他
補

報酬職員費

報
他
補
物

会計年度任用
職員費

報
物

地方港湾審議
会費
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37,272 38,759 8,246 港湾内に漂着するプラスチック片等の撤去・処理や枯葉の資源化に要する経費

廃棄物埋立護岸（海面処分場）管理費 3,160千円

9,740 5,626 5,556 海洋センター展示物修繕、子ども向けイベント開催経費等 466千円

臨港道路等照明灯更新 2,000千円

　

港湾施設等維持管理計画書策定、定期点検 15,983千円

176,988 73,628 16,783 港湾施設等長寿命化対策工事 57,645千円
.

酒田臨海線改良 補助率 1/2 63,000千円

防波堤（南）改良 補助率 1/2 20,580千円

外航クルーズ船受入関係業務委託（仮設フェンス設営、警備他） 8,809千円

191,394 234,721 12,894 東ふ頭上屋改修詳細設計 補助率 1/2 75,500千円

船場町緑地改良 補助率 1/3 2,205千円

泊地浚渫（大浜） 61,650千円

西ふ頭岸壁防舷材更新 2,977千円

1,353 722 0

50,400 56,700 1,000 港湾海岸における「Ｌ１津波対策」のための防潮堤の整備（加茂港）

補助率 1/2

27,000 0 0 R2事業なし

916,745 688,144 210 酒田港国直轄港湾事業費負担金

41,593 - - Ｒ２から会計年度任用職員制度に移行

- 50,920 45,100 山形空港事務所６名、庄内空港事務所11名の非常勤嘱託職員経費

山形空港監視制御装置更新等 補助率5.5/10 270,270千円

山形空港航空灯火更新 6,930千円

330,918 415,651 3,151 庄内空港電源施設改良工事（公共） 補助率1/2 51,660千円

庄内空港電源施設改良工事（単独） 271千円

庄内空港航空灯火更新 2,520千円

庄内空港滑走路端整備事業（RESA対策） 補助率1/2 84,000千円

庄内空港航空灯火改良 39,730千円

31,960 186,475 3,575 消防車両更新 117,495千円

空港施設長寿命化対策 3,000千円

庄内空港緩衝緑地長寿命化対策 26,250千円

78,160 69,543 69,543 保安施設検査業務費補助金 69,543千円
保安施設検査機器設置費補助金 0千円

21,988 31,345 31,345 住宅等騒音防止対策事業費補助金 2,558千円

周辺環境整備対策事業費補助金（天童市・東根市） 28,787千円

25,687 20,445 20,445 空港機能強化検討調査（滑走路延長関係）

500千円

200,522 11,300 608 現年度に発生が予想される災害復旧費（公共） 国負担率  0.667 10,800千円

    

26,253 500 500 災害発生時における調査業務

物
港湾漂着物撤
去処理事業費

【地域環境保全対策費補助充当事業】

補
物
単

港湾施設管理
運営費

公
単

港湾施設長寿
命化対策事業
費

開
公
物
単

酒田港整備事
業費

補
物

酒田港リサイ
クルポート振
興事業費

山形県リサイクルポート情報センターへの負担金　等

公
港湾海岸保全
対策事業費

公
物

インバウンド機
能強化推進事業
費（港湾）

直
国直轄港湾事
業負担金

報
他
補

報酬職員費

報
他
補
物

会計年度任用
職員費

開
単

空港整備事業
費

公
単

空港安全対策
事業費

補
空港保安対策
事業費

単
空港環境対策
事業費

単

インバウンド
機能強化推進
事業費（空
港）

公
災
・
単
災

港湾災害復旧
事業費

現年度に発生が予想される災害復旧費（単独）

単
災

港湾災害復旧
事業等調査費
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274,589 152,025 152,025 港湾整備事業特別会計への繰出金

94,717 95,050 95,050 空港・港湾関係職員15名の給与費

（１２）建築住宅課

性 令和元年度 　　　　令 和 ２ 年 度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　 　計 1,594,963 1,653,358 786,789

営繕工事の施工に伴う諸経費 2,715千円
2,825 2,825 2,825 110千円

5,922千円

824千円
17,913 13,653 0 融資住宅審査業務 55千円

長期優良住宅技術審査業務 80千円

低炭素建築物技術審査業務 60千円

建築物エネルギー消費性能適合性判定 6,712千円

2,770 2,729 0

140 148 0 統計法及び建築基準法に基づく建築動態統計調査

2,857 4,493 0 市町村施行の住宅事業の指導監督に係る経費

157 151 151

326,963千円

951千円
405,170 397,864 10,630 66,948千円

1,818千円

1,184千円

土砂災害特別警戒区域内の住宅の移転経費に対する助成
2,038 4,863 4,863 　除却 ７戸、　建物 ３戸、　土地 ３戸

583 510 0

117千円

116千円

1,351千円
7,050千円

住宅リフォーム補助（一般：3,670戸、耐震改修：50戸） 481,140千円
623,224 498,699 475,619 住宅リフォーム資金融資（継続分のみ） 16,850千円

パンフレット作成等の啓発経費 709千円

中古住宅の売買時における住宅診断費用への補助 2,985千円
3,355 3,362 3,362 山形県空き家対策連絡調整会議の運営等 60千円

空き家等を活用した住み替え支援の検討 317千円

山形の家づくり利子補給（Ｈ31募集戸数：300戸）
200,723 211,841 211,841 　・新規受付分 204,648千円

　・過年度受付分 6,561千円

パンフレット作成等の啓発経費 632千円

山形の家づくり利子補給（Ｈ31募集戸数：30戸）
361 1,691 1,691 　・新規受付分 332千円

　・過年度受付分 1,359千円

繰
出

港湾整備事業
特別会計繰出
金

職 一般職員費

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

補
物

営繕管理費 県有施設の維持保全支援事業費

補
物

建築行政費

建築審査指導業務

住宅政策推進に係る経費

補
物

宅地建物取引
業法事務費

宅地建物取引に係る免許、登録、業者指導業務等

物
建築動態統計
調査費

補
物

住宅事業市町村
指導監督事務費

補
物

被災建築物等
危険度判定体
制整備事業費

地震等による建築物の被害拡大の防止を目的とする応急危険度判定体制の整備に係る
経費

維
補
物

県営住宅管理
費

県営住宅及びすまい情報センター管理運営委託料（指定管理者）

すまい情報センター施設管理費

県営住宅維持管理等にかかる経費

新県営住宅管理システムの開発に係る経費

明渡請求訴訟関係費

単
がけ地近接等
危険住宅移転
事業費

報
物

建築関係審査
会費

建築審査会及び建築士審査会の開催経費及び委員報酬

補
物

やまがたの木
造住宅建設担
い手育成事業
費

「木造建築伝承の匠」表彰事業

6,886 8,634 7,964
山形の家づくり「未来の匠」育成事業

総合的な住宅対策に関するインターネットサイトの運営
若手大工技能習得サポート事業

貸
補
物

住宅リフォーム
総合支援事業
費

補
物

空き家対策推
進事業費

補
物

山形の家づく
り支援事業費

補
物

やまがた中古
住宅流通支援
事業費
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ＰＦＩによる十日町団地（旧鈴川団地：山形市）の買取費（H１７～３７）

　３０戸　　地上７階 14,675千円

ＰＦＩによる北新町団地（旧松境・住吉団地：酒田市）の買取費（Ｈ１９～３９）等
181,287 184,896 51,443 　６６戸　　地上８階・地下１階 27,768千円

ＰＦＩによる城北団地（旧通町：米沢市）の買取費（Ｈ２１～４１）等

　１６戸　　地上２階 9,000千円

県営住宅外壁等改修工事、解体工事 127,453千円

3,330 3,489 3,489

- 15,570 0

129,034 282,377 277 人口減少社会に対応した集約型都市構造を推進するための中心市街地再開発事業

への支援　（山形市七日町第５ブロック南地区、酒田市駅前地区、酒田市中町地区）

12,310 12,549 12,549 新たな住宅セーフティネット制度を活用した、空き家等の改修費用に対する補助

　・補助予定戸数：29戸（うち耐震改修分20戸）

- 2,861 0

- 153 85 住生活基本法に基づく「山形県住生活基本計画」の改定

公
県営住宅耐震
等対策事業費

補
住宅供給公社
運営費

地方公務員等共済組合法に基づく長期給付負担金

報
会計年度任用
職員費

県営住宅等監理補助員（７６名）に係る経費

単
中心市街地再
開発事業費

補
物

セーフティ
ネット住宅供
給促進事業費

物
監理補助員報
償費

県営住宅等監理補助員（７６名）に係る経費

補
物

住宅施策推進
事業費
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（１３）総合支庁直接要求分

性 令和元年度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

別

千円 千円 千円

　　　計 215,283 263,191 228,270

村山 75,507 92,476 80,374

最上 31,927 45,827 40,021

置賜 58,150 65,297 58,075

庄内 49,699 59,591 49,800

35,080 37,544 33,214

(8.1.1.土木総務費)

18,605 村山 20,529 18,147

報酬職員費 4,563 最上 5,845 5,180 公用車運転業務、建設部関係の総務・経理事務、用地関係業務を行う

9,422 置賜 11,170 9,887 会計年度任用職員の報酬及び一般社会保険料経費等

2,490 庄内

9,822 13,199 11,728

(8.1.3.建設業指導監督費)

2,663 村山 3,291 2,914 建設業許可関係及び経営事項審査関係事務に配置する会計年度
報酬職員費 4,670 置賜 6,497 5,798 任用職員の報酬及び一般社会保険料経費

2,489 庄内 3,411 3,016

36,158 47,025 38,901

325 村山 312 312

87 最上 83 83 未登記用地及び未整理用地等の登記処理に係る事務経費
882 置賜 277 277 国土交通省所管の法定外国有財産である公共物管理処分事務費
88 庄内 135 135

(8.5.1.都市計画総務費)

屋外広告物条例・施行規則等に基づき、都市の美観風致の維持及び公衆に

14,722 村山 20,550 16,768 対する危害の防止を図るため、屋外広告物の掲出の許可、必要な規制、指導等を
報酬職員費 4,953 最上 6,859 5,839 行う会計年度任用職員の報酬及び一般社会保険料経費

9,910 置賜 11,691 9,689 村山６名 置賜４名

5,063 庄内 6,990 5,798 最上２名 庄内２名

82 村山 82

13 最上 13 屋外広告物条例・施行規則等に基づく違反広告物の監視業務・除却指導に係る

21 置賜 21 経費

12 庄内 12

21,576 30,461 27,139

(8.2.1.道路橋りょう総務費)

7,763 村山 9,757 8,631

報酬職員費 3,088 最上 3,358 2,963 道路現況データの精査、道路台帳図面の管理等、道路台帳の整備業務及び道路

5,472 置賜 6,077 5,382 維持管理業務に係る会計年度任用職員の報酬及び一般社会保険料経費

5,253 庄内 9,544 8,438

村山 600 600 道路災害発生率の高い地域に設置する道路情報モニターの報酬

最上 300 300 及び一般社会保険料経費

置賜 360 360 　※Ｒ１までは上記報酬職員費で予算化→Ｒ２より事業を分けた

庄内 465 465

補
道路情報モニ
ター事業費

物
屋外広告物指
導費

道路整備課関係

小計

職
他
補
物 →会計年度任

用職員費

県土利用政策課関係

小計

補
物

用地整理費

職
他
補
物 →会計年度任

用職員費

職
他
補
物

→会計年度任
用職員費

建設企画課関係

　小計

職
他
補
物 →会計年度任

用職員費

小計

令 和 ２ 年 度

最終予算額 予  算  額 うち一般財源

管理課関係
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104,004 127,176 109,557

2,437 村山 3,534 3,025

2,597 最上 3,564 2,835 ダム管理に関する気象等の観測補助業務等を行う会計年度任用職員に係る経費

置賜

6,838 庄内 8,150 6,527

7,153 村山 8,383 7,439

2,325 最上 2,771 2,457 河川台帳整備、河川環境保全を行う会計年度任用職員に係る経費

4,738 置賜 5,295 4,686

7,452 庄内 8,605 7,626

21,757 村山 25,438 22,538

11,890 最上 13,946 12,337 河川看視及び河川管理を行う会計年度任用職員に係る経費

14,392 置賜 16,123 14,265

14,859 庄内 17,224 15,227

(8.3.1.河川総務費)

報酬職員費 2,411 最上 9,088 8,027 災害復旧工事設計業務及び河川総務事務を行う会計年度任用職員に係る経費

5,155 庄内 5,055 2,568 海岸に散在する流木・ゴミ等の除去経費、湯野浜海岸の飛砂撤去経費

8,643 7,786 7,731

米沢ヘリポートの施設維持に要する経費
維 8,643 置賜 7,786 7,731 　① 指定管理料 6,166千円 （指定管理者…　東北警備保障㈱　H30～R4年度）

　② 維持修繕費 234千円 （路面標識修繕　等）

　③ ヘリポート除雪費 1,386千円

職
他
補
物

河川維持関係
報酬職員費
→河川維持関
係会計年度任
用職員費

職
他
補
物

→会計年度任
用職員費

維 海岸維持費

空港港湾課関係

小計

米沢ヘリポート
維持費

河川課

小計

職
他
補
物

ダム管理報酬
職員費
→ダム管理会
計年度任用職
員費

職
他
補
物

河川関係報酬
職員費
→河川関係会
計年度任用職
員費
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（１４）空港港湾課【港湾整備事業特別会計】

性 令和元年度

質 事　業　名 　　　　　　　　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
別

千円 千円 千円

　　　計 1,284,246 799,535 152,025

36,766 34,090 0 職員５名の給与費

113,187 116,782 0 酒田港・鼠ヶ関港及び加茂港の港湾施設管理経費

1,084 1,545 0 鼠ヶ関マリーナの管理経費

5,127 8,222 0 酒田港の港湾施設修繕

0 983 0 鼠ヶ関マリーナの港湾施設修繕

807,000 386,000 0 酒田港のふ頭用地造成工事、照明灯更新等

公債費の償還金

321,082 251,913 152,025 元金 218,828 千円
利子 33,085 千円

公
債

公債費
（元金・利子）

維
マリーナ施設
維持修繕費

単
酒田港施設
整備費

補
物

施設運営費

物
マリーナ運営
費

維
酒田港施設
維持修繕費

令和２年度

最終予算額 予  算  額 繰　入　金

職
共

施設管理職
員費

前年度まで掲載していた「流域下水道事業特別会計」は、令和２年４月から地方公営企業法財務規

定が適用されているため、本事業概要には掲載しない。 
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４ 公共事業評価の取組み 

（１）目 的 

本県では公共事業の効果的・効率的な執行及び重点化を図るとともに、計画段階から事

業実施後までの各段階において、透明性を確保し、県民への説明責任を果たすことを目的

として平成 10年度から公共事業評価を実施している。 

 

（２）構 成 

① 個別事業の事前評価（計画段階）： 

事業の妥当性（必要性や効果等）の検証、 

優先度の把握 

② 個別事業の事業中評価（事業実施段階）： 

事業継続の是非 

③ 交付金の整備計画の事後評価： 

目標の達成状況、個々の事業の進捗状況、 

事業効果の確認 

（３）実施件数 

①②個別事業の事前評価・事業中評価 

   所管 

 

年度 

事業中評価 事前評価 

全 体 
県土 

整備部 

(農林 

水産部) 

(その他） 

（企業局等) 
(市町村) 県土整備部 

平成10～15年度まで ２７３ １４９ ５４ ２ ６８  

平成１６年度 １９ １１ １  ７ ２３ 

平成１７年度 １５ ９ １  ５ ２０ 

平成１８年度 ８ ５ １  ２ ２９ 

平成１９年度 １３ ７ ５  １ １８ 

平成２０年度 ６４ ３３ ３  ２８ １２ 

平成２１年度 １１ ９ ２   １５ 

平成２２年度 ５５ ５２ １  ２ ２３ 

平成２３年度 ２７ ２５   ２ ２１ 

平成２４年度 １５ １５    １９ 

平成２５年度 ３２ ３０ ２   １５ 

平成２６年度 １７ １６ １   １３ 

平成２７年度 ３８ ３７ １   １７ 

平成２８年度 ２７ ２７    ７ 

平成２９年度 ３８ ３８    １ 

平成３０年度 ４３ ４１ ２   ０ 

令和 元年度 ２４ ２１ ３   ５ 

合  計 ７１９ ５２５ ７７ ２ １１５ ２３８ 

※事前評価は部局ごとに実施しているため、県土整備部のみ記載。 

 

③ 交付金の整備計画の事後評価 

  平成 25年度 1計画、平成 26年度：７計画、平成 27年度：10計画、平成 28年度：4計画、 

  平成 29年度 3計画、平成 30年度：5計画、令和元年度：9計画 

 

山形県公共事業評価監視委員会の状況 
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５ 山形県県土づくり感謝状贈呈 

 

（１）概 要 

  公共土木施設等の利用環境の改善、安全の向上のため、活動する民間の団体及び個人のう

ち、著しい功績のあった者に対して知事感謝状を贈呈することにより、美しく、安全・安心

な県土づくりの気運を高める。平成１６年度から実施し、令和元年度までに８３１団体・個

人に贈呈している。 

 

（２）対象者の選定・感謝状の贈呈 

  県土整備部感謝状贈呈者選定委員会において、各総合支庁長から推薦のあった者の中か 

ら対象者を選定し、土木の日（11月 18日）頃に知事から感謝状を贈呈する。 

 

（３）実 績   

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

（件） 

部  門 
H 

16～21 
H 
22 

H 
23 

H 
24 

H 
25 

H 
26 

H 
27 

H 
28 

H 
29 

H 
30 

R 
1 

計 

１道路美化活動 27 2 3 18 39 21 22 30 51 28 27 268 

２河川・海岸等美化、環

境保全、愛護思想啓発

活動 

18 2 － 9 23 54 30 28 34 22 31 251 

３公園緑地等の保全・美化

活動 
7 1 － 1 － － － － 1 － － 10 

４道路情報伝達業務 24 15 16 10 10 3 2 － 2 4 2 88 

５河川海岸監視、水防・防

災業務 
23 7 5 12 13 2 2 11 5 2 5 87 

６地すべり急傾斜地巡視

業務 
30 5 10 8 15 5 13 9 7 7 7 116 

７複数功績等 3 － － － － 2 2 1 － － 3 11 

計 132 32 34 58 100 87 71 79 100 63 75 831 
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